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（訂正）平成 19 年 3 月期決算短信の一部訂正について 

 
平成 19 年 5 月 14 日に発表いたしました「平成 19年 3 月期決算短信」の一部に誤りがありま
したので、下記のとおり訂正いたします。 

訂正箇所は下線で示しております。 
 

記 
訂正箇所 
26 ページ 

(3)利益処分計算書及び株主資本等変動計算書 
株主資本等変動計算書 

 
訂正前 
 

当事業年度（自平成18年4 月1日 至平成19年3 月31 日） 

株主資本 評価・換
算差額等 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 
資本 
準備金 

その他資
本剰余金 

利益 
準備金 別途 

積立金 
買換資産 
圧縮積立金 

繰越利益
剰余金 

自己株式 株主資本合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

平成 18 年 3 月 31 日残高 
（千円） 

5,935,940 4,773,405 1,771 523,210 2,480,500 17,822 3,788,389 △24,346 17,496,692 1,126,518 

事業年度中の変動額           

買換資産圧縮積立金
の取崩し（注） 

     △2,678 2,678  ―   

剰余金の配当（注）       △137,635  △137,635  

剰余金の配当       △137,616  △137,616  

役員賞与（注）       △23,300  △23,300  

当期純利益       978,661  978,661  

自己株式の取得        △7,110 △7,110  

自己株式の処分   73     699 773  

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額） 

         844,240 

事業年度中の 
変動額合計（千円） 

―  ―  73 ―  ―  △2,678 682,789 △6,410 673,773 844,240 

平成 19 年 3 月 31 日残高 
（千円） 

5,935,940 4,773,405 1,844 523,210 2,480,500 15,144 4,471,178 △30,757 18,170,466 1,970,759 

（注）平成 18 年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 



 

訂正後 
 

当事業年度（自平成18年4 月1日 至平成19年3 月31 日） 

株主資本 評価・換
算差額等 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 
資本 
準備金 

その他資
本剰余金 

利益 
準備金 別途 

積立金 
買換資産 
圧縮積立金 

繰越利益
剰余金 

自己株式 株主資本合計 

その他 
有価証券 
評価差額金 

平成 18 年 3 月 31 日残高 
（千円） 

5,935,940 4,773,405 1,771 523,210 2,480,500 17,822 3,788,389 △24,346 17,496,692 1,126,518 

事業年度中の変動額           

買換資産圧縮積立金
の取崩し（注） 

     △1,404 1,404  ―   

買換資産圧縮積立金
の取崩し 

     △1,274 1,274  ―   

剰余金の配当（注）       △137,635  △137,635  

剰余金の配当       △137,616  △137,616  

役員賞与（注）       △23,300  △23,300  

当期純利益       978,661  978,661  

自己株式の取得        △7,110 △7,110  

自己株式の処分   73     699 773  

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額） 

         844,240 

事業年度中の 
変動額合計（千円） 

―  ―  73 ―  ―  △2,678 682,789 △6,410 673,773 844,240 

平成 19 年 3 月 31 日残高 
（千円） 

5,935,940 4,773,405 1,844 523,210 2,480,500 15,144 4,471,178 △30,757 18,170,466 1,970,759 

（注）平成 18 年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

 

以  上 


